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（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

百万円 百万円 百万円

 内　閣　所　管（人事院を除く） 80,357 81,043 686

内　閣　官　房 79,300 80,015 715

（主な内訳）

○危機管理体制充実強化経費 1,628 2,351 723

○情報収集衛星関係経費 61,150 60,266 △ 884

○拉致問題対策推進経費 51 473 422

内 閣 法 制 局 1,058 1,028 △ 29

（内閣官房の平成18年度予算額は、19年度予算額との比較対照のため、組替えをしてある。）
（四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。）

（注） １．危機管理体制充実強化経費

　　官民における情報セキュリティ対策の底上げのため、政府機関の緊急対応能力
　強化体制（ＧＳＯＣ；Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ　Ｓｅｃｕｒｉｔｙ　Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　ｔｅａｍ）
　の稼動、基本戦略立案、政府機関総合対策促進、情報セキュリティ事案対処支援、
　重要インフラ対策等の実施。
　　また、国民保護の態勢強化に向けた避難・救援・災害対処等の訓練、警報の発
　令・通知等のためのシステム整備及び国民に対する啓発活動等の実施。

２．情報収集衛星関係経費

　　外交・防衛等の安全保障及び大規模災害等への対応等の危機管理に必要な情報
　の収集を主な目的とした情報収集衛星４機の着実な運用の実施。
　　また、今後打ち上げが予定されている高性能な情報収集衛星及び当該衛星に対
　応する地上システムの着実な研究及び開発の実施。
　　さらに、これらの衛星の後継機となる将来光学衛星の実現可能性等に関する調
　査研究の実施。

３．拉致問題対策推進経費

　　拉致被害者・家族に対する支援、拉致問題の解決に向けた政策企画、拉致問題
　に関する情報の収集・分析及び拉致問題に関する啓発活動の実施。

区　　　　　　　　分 予 　算 　額 予 　算 　額 比較増△減額

平 成 １９ 年 度 予 算 額 総 表

平成１８年度 平成１９年度 対  前 年 度

情報収集衛星
60,266
75.3%

内閣情報調査
室
2,270
2.8%

内閣広報室
688
0.9%

副長官補（安
危担当）
2,351
2.9%

総理大臣官邸
事務所
4,017
5.0%

内閣総務官室
562
0.7%

安全保障会議
337
0.4%

人件費等
8,197
10.2%

副長官補（内
政・外政）
1,326
1.7%

内閣官房の主要予算構成

（単位：百万円）


